
１　地域包括支援センター業務評価について（詳細については別添参照）

業務の評価 ◎

業務の評価 ◎

業務の評価 〇

業務の評価 ◎

業務の評価 〇

業務の評価 〇

業務の評価 ◎

業務の評価 〇

２　地域包括支援センター業務監査について

事業評価Ⅱ　特記事項

２.権利擁護業務 市が求める水準を満たし、かつ、特に優れた業務を実施している

令和６年度　●●地域包括支援センター事業評価Ⅱ　総括票（例）

標準的な業務を実施している

B
センターとして必要とされる業務が実施できており、高齢者の保健医療の向
上及び福祉の増進を支援する役割を果たしている

a 適切な事務処理等が行われている

１.総合相談・支援業務 市が求める水準を満たし、かつ、特に優れた業務を実施している

総合評価

１　業務評価
（A～Dの４段階で評価）

２　業務監査
（a～cの３段階で評価）

３.包括的・継続的ケア
マネジメント支援業務

市が求める水準を満たした業務を実施している

４.認知症関連業務 市が求める水準を満たし、かつ、特に優れた業務を実施している

５.介護予防関連業務 市が求める水準を満たした業務を実施している

指摘事項は特になし。

地域包括支援センターとして標準的な業務を実施している。
　特に、介護支援専門員の支援として、事例勉強会の際に宮城県ケアマネジャー協会が作成した「課題検討用紙」を活用して、自立支援の
視点を入れた考え方を積極的に伝えたり、複雑な課題を抱えるケースに関する相談に対して、ケアプランの内容を確認し、多職種による助
言等を通じて、介護支援専門員が自ら気付くことができるように支援している点が評価できる。
　また、認知症カフェへの参加を通じて連合町内会会長の、認知症に対する意識を変え、また、認知症カフェのスタッフとして民生委員等の
協力を得るなど、地域を巻き込みながら支えあいの意識の醸成に取り組んでいるところも評価できる。
　今後は、コロナ禍により開催が難しくなっている地域ケア会議や在宅ケア連絡会などの素晴らしい取組みについても、開催のための方法
を検討し、好事例を積み上げていくことを期待する。

６.地域・関係機関との
連携・ネットワークづくり

市が求める水準を満たした業務を実施している

７.地域ケア会議 市が求める水準を満たし、かつ、特に優れた業務を実施している

８.運営体制 市が求める水準を満たした業務を実施している
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地域包括支援センター

B

評　価 ◎

○ ○ ○

○ ○ ○

評　価 ◎

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

評　価 ○

○ ○ ○

✕ ○

大項目１の評価 ⇒ ◎

相談記録が、担当職員の引継ぎまで意
識した、対象者の心身の状況や生活環
境等がよく伝わる記録となっている

相談内容の傾向から、地域の課題を抽
出し、その課題解決に向けた取組を計
画または実施している

中項目に△がある⇒大項目△、
中項目に△がなく◎が２以上⇒大項目◎、それ以外〇

③相　談　記　録　の　整　理　と　課　題　抽　出　に　向　け　た　取　組

高齢者総合相談関係書類（利用者基本
情報、支援経過記録など）を、常に最新
の情報に更新し、必要な情報を適宜把
握できるような状態で、整理・保管・提出
している

相談件数を把握し、その相談経路や相
談内容ごとに件数の内訳を集計してい
る

相談内容や支援内容、対象者の心身の
状況や生活環境等だけでなく、所内で
の検討の過程や結果について記録して
いる

定期的に状況を確認するなど、状態に
応じた継続的な支援を行っている

支援の状況について、ケースカンファレ
ンスなど所内での情報共有や振り返り
を行っている

関係機関への引継の際は、丁寧に情報
共有をしながら引継ぎを行っている

関係機関への連携・引継を実施した後
も、必要に応じて状況の確認を行ってい
る

支援方針の立案にあたっては、つなが
りのある既存の支援者の有無を確認
し、必要に応じて関係機関の意見を聴
取するなど連携を図っている

②相　談　受　付　か　ら　支　援　に　至　る　ま　で　の　適　切　な　対　応　  　　　　　　　　

相談内容から緊急性を判断し、必要で
あれば速やかに訪問するなどの適切な
対応ができている

本人の生活環境の把握や本人・家族等
の意向確認等を的確に行い、課題を明
らかにしたうえで支援方針を立案してい
る

センター職員の専門性を生かしたチー
ムアプローチを十分活用し、支援を行っ
ている

必要に応じて高齢者宅への戸別訪問を
する等、計画的・効率的な実態把握に
努めている

地域における関係機関・関係者のネット
ワークについて、マップまたはリストによ
り管理している

高齢者以外の分野の関係機関と連携し、
潜在的な高齢者の実態把握・支援に努め
ている

業務評価
全体の採点

１．総合相談・支援業務

①地　域　に　お　け　る　潜　在　的　な　利　用　者　の　実　態　把　握　　　　　　　

本人や家族からの相談を待つのみでは
なく、日頃から様々な関係機関からの情
報収集を行うとともに、関係機関からセ
ンターへ相談が入る体制が構築されて
いる

継続的な広報活動等、センターが高齢
者の相談窓口であることについて圏域
全体の多世代に浸透させる工夫を行う
ことで圏域全体から相談が寄せられて
いる

地域活動（民児協、町内会関係の会
合、地域団体の集まり等）へ参加し、地
域高齢者の情報収集をしている
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評　価 ◎

○ ○ ○

○

評　価 ○

○ ○ ○

○ ✕

評　価 ◎

○ ○ ○

○

大項目２の評価 ⇒ ◎

地域の高齢者及び関係機関に高齢者
虐待防止に関する啓発を実施している

制度を理解し、他機関と連携しながら活
用に結びつけている（事例がない場合
でも活用に結びつける体制を整えてい
る）

制度活用に結びつかないような場合で
も、まもりーぶが実施する日常生活自立
支援事業の利用を支援するなど、関係
機関との連携・連絡を心がけている

被害防止の観点から、様々な関係機関
からの情報把握を行うとともに、被害が
生じている可能性があると思われる方
の情報が民生委員等からセンターへ入
る体制ができている

中項目に△がある⇒大項目△、
中項目に△がなく◎が２以上⇒大項目◎、それ以外〇

③消　費　者　被　害　の　防　止

地域の高齢者及び関係機関にパンフ
レット等を活用しながら注意喚起を行っ
ている

民生委員・介護支援専門員・ホームヘ
ルパー等へ消費者被害に関する情報を
提供している

消費者被害が疑われる高齢者に対し
て、消費生活センターや警察等の他機
関と連携して事例に対応している（又は
対応できる体制を整備している）

②高　齢　者　虐　待　へ　の　対　応　　　　　

地域の高齢者及び関係機関に高齢者
虐待防止に関する啓発を実施している

相談があった際、的確に緊急性を判断
し、対応している

仙台市高齢者虐待防止・対応マニュア
ル等をもとに、高齢者虐待防止ネット
ワーク構築事業を通じて形成されたネッ
トワークを活かしながら関係機関と連携
し、適切に対応を行っている

虐待防止を目的に地域の高齢者及び関
係機関からの情報把握を行っている

虐待対応を通して見えてきた課題等に
ついて、区役所をはじめとした関係機関
と共有し、対応のノウハウを蓄積しなが
ら、困難ケースに対しても適切に支援で
きるよう努めている

２．権利擁護業務

①成　年　後　見　制　度　の　活　用　促　進　　　　　　

関係機関と連携して情報把握に努める
とともに、制度が必要と思われる方の情
報がセンターへ入る体制を構築している
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評　価 ◎

○ ○ ○

評　価 ○

○ ○ ○

○ ○

✕ ○

評　価 ○

○ ○ ✕

○

大項目３の評価 ⇒ ○ 中項目に△がある⇒大項目△、
中項目に△がなく◎が２以上⇒大項目◎、それ以外〇

年間の実施計画を立てたうえで、セン
ター単独又は複数センター合同で、介
護支援専門員を対象に実践力を高める
研修等を複数回開催している

地域の介護支援専門員同士のネット
ワーク構築を支援している

前年度実施した研修会の内容、居宅介
護支援事業所の介護支援専門員の
ニーズ等を踏まえて、研修会の内容を
計画的に定め、介護支援専門員の資質
向上に向けた目標・方向性を明確に設
定している

介護支援専門員を対象とした研修会・
事例検討会等の開催計画を年度当初
に指定居宅介護支援事業所に示してい
る

介護支援専門員個人への支援のみなら
ず、多職種連携による地域全体での連
携体制の確保など、介護支援専門員が
包括的・継続的ケアマネジメントを円滑
に実践できるよう環境整備を行っている

介護支援専門員へ地域特性や地域資
源の情報提供を行っている

③介 護 支 援 専 門 員 を 対 象 に し た 研 修 会 等 の 実 施 に よ る 支 援

②介　護　支　援　専　門　員　に　対　す　る　支　援　　　　

ケアプランの作成支援等を適切に行っ
ている

担当圏域における居宅介護支援事業所
のデータ（事業所ごとの主任介護支援
専門員・介護支援専門員の人数等）を
把握している

地域の介護支援専門員が相談しやすく
なるよう、顔の見える関係づくりを行って
いる

地域の居宅介護支援事業所の介護支
援専門員のニーズを把握し、ニーズに
応じた適切な支援を行っている

自立支援の理念を念頭に置き、介護支
援専門員自身の問題解決能力を高める
よう支援を行っている

３．包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

①介 護 支 援 専 門 員 と 医 療 機 関 等 の 連 携 に 向 け た 支 援 　　　

利用者の状態に応じて、医療機関と介
護支援専門員等との連携が図られるよ
う調整を行っている

サービス事業者等の関係機関に対し、
サービス担当者会議について理解が得
られるよう働きかける等の支援を行って
いる

地域の介護支援専門員と医療機関をは
じめとした関係機関と連携・協働できる
よう工夫を行っている
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評　価 ○

○ ○ ○

○ ✕ ○

○ ✕

評　価 ◎

○ ○ ○

○

評　価 ◎

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

大項目４の評価 ⇒ ◎ 中項目に△がある⇒大項目△、
中項目に△がなく◎が２以上⇒大項目◎、それ以外〇

認知症サポーターや認知症パートナー
に、地域での活動に対する意向を聞き
取る等、認知症サポーター等の活躍の
場の創出につながる取組みをしている

認知症サポーター及び認知症パート
ナーの活躍の場の創出や認知症カフェ
の設置等を通じて認知症の人と家族が
地域との交流が途切れないよう、地域で
の居場所づくりに取り組んでいる

認知症の人と家族のニーズと、認知症
サポーター及び認知症パートナーを中
心とした支援をつなぐ取り組みを、圏域
の特性に合わせて実施している

その他、支援体制づくりに関する独自の
取組みを実施いている

認知症パートナー講座の開催等を通じ
て、認知症の人や家族の想いを聴き、
その視点に立つ機会を創出し、認知症
であってもなくても自分らしく暮らし続け
るために互いに支え合う意識を持った
地域づくりを行っている

地域住民や関係団体・機関（町内会、民
児協、医療機関、サービス事業者、交番
など）の協力をもとに、認知症の人を地
域で見守る独自の体制構築に取り組ん
でいる

介護支援専門員等へ、認知症の人の意
思決定を支援するツールの活用等を啓
発している。

③地　域　に　お　け　る　支　援　体　制　づ　く　り

認知症サポーター養成講座開催や、町内
会、民生委員、地域のサロン、学校関係、小
売業、金融機関等、様々な関係機関に対
し、あらゆる機会を通じて、認知症の正しい
知識と認知症の人に対する理解、新しい認
知症観の普及・啓発を行っている

認知症の人や家族の声を聴き、認知症
の人をとりまく地域の状況や認知症バリ
アを把握し、課題について整理している

「仙台市認知症の人の見守りネットワー
ク事業」の協力者を増やす取組みを
行っている

認知症の相談窓口であることについて
の積極的な周知を行い、関係機関から
相談がある

認知症初期集中支援チーム、かかりつけ
医、認知症サポート医、認知症疾患医療セ
ンター、おれんじドア等と顔の見える関係を
作り、認知症の早期相談・早期診断・早期対
応につながるよう連携し、住民と関係機関と
の橋渡しを行っている

認知症の人を取り巻く状況を適切にア
セスメントし、医療や介護サービスだけ
でなく、インフォーマルサービス等を紹
介するなど、ニーズや状態に応じた支援
を行っている

認知症の状態に応じて適切な情報提供
を行い、現時点ではサービス等につな
がっていなくとも、必要なときに支援を提
供できる体制を構築するなど、長期的で
切れ目のない支援を行っている

「希望をかなえるヘルプカード」の普及
や活用推進等、認知症の人の意思決定
を支援する取組みを行っている

その他、本人・家族支援に関する独自
の取組みを実施している

②早　期　相　談　・　早　期　診　断　・　早　期　対　応

４．認知症関連業務

①本　人　・　家　族　支　援 　　　　

様々な機会をとらえて認知症の人や家
族の意向・意見を聞き、事業運営や個
別支援に反映させている

介護に関する家族からの相談に対し適
宜対応を行っている

本人・家族の支援に係る情報・資源を把
握、必要に応じて情報提供を行っている

認知症ケアパス(全市版・地域版・個人
版）の普及に取り組んでいる

認知症の人や家族が、支えられる側と
してだけでなく、支える側として様々な事
業に参画・提言できる場の創出を行って
いる

認知症の人と家族を一体的に支援する
取組みを行っている
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評　価 ◎

○ ○ ○

○ ○

評　価 △

○ ○ ○

○ ✕ ○

○ ✕

評　価 ○

評　価 △

○ ○ ○

✕ ○

大項目５の評価 ⇒ △ 中項目に△がある⇒大項目△、
中項目に△がなく◎が２以上⇒大項目◎、それ以外〇

地域の関係機関やボランティア団体等
からの要望に応じるとともに、介護・フレ
イル予防・、健康づくりについての健康
教育を行っている。

ICT等デジタル機器の活用や民間企業
との連携等、様々な手法を用い通いの
場等が継続的に活動できるような取り組
みを行っている

④地　域　の　介　護　予　防　活　動　の　支　援
（介護予防自主グループ及びサポーター支援を含む）

高齢者個々人に合わせた活動の場を提
供できるよう、多様な運営主体の通いの
場や活躍できる場等を把握している

通いの場等や高齢者が活躍できる場の
活動状況を把握し、活動継続や再開に
向けてグループのアセスメントを行い、
その課題に応じて相談対応や専門職派
遣等適切な介入を行い、継続的に活動
ができるよう自立性を高めるための働き
かけを行っている

地域の実情に合わせて、通いの場や活
躍できる場等が地域全体に存在するよ
うに、地域に戦略的に働きかけている

①介　護　予　防　普　及　啓　発　の　実　施　  　　　　　　　　

地域住民一人ひとりが自分事として介
護・フレイル予防や健康づくりに向けた
気付きとセルフケアを促進するため、
ICTやデジタル機器、民間商業施設の
活用や、介護予防教室以外の様々な機
会をとらえ、広く普及啓発を図っている

地域の他機関による介護予防に資する
取組を把握し、介護予防活動の推進の
ため、適宜、地域住民に紹介している

介護・フレイル予防をはじめとする介護
予防事業の企画・実施にあたっては、担
当圏域の実情を踏まえ、計画的に開催
場所や内容の選定を行うとともに、高齢
者の社会参加の機会づくりとしたり、地
域の新たな社会資源創出のきっかけに
するなど、地域課題の解決を見据え取
組みを進めている

フレイル予防の三本柱「運動」「栄養・口
腔」「社会参加」を意識し、バランスの良
い取り組みを行っている

オーラルフレイルを含むフレイル予防を
はじめとする介護予防事業での普及啓
発活動を通して、地域住民の介護・フレ
イル予防、健康づくりに対する意識を高
め、地域住民が主体的に地域の活動を
行っていけるよう、地域の担い手の把握
や育成等を行い、地域の自助・互助を
高めていくための取り組みを行っている

介護予防把握事業やフレイルチェック、
地域の集まりや商業施設でのイベント
等で把握した継続的に関わりが必要な
者について、適切な支援につなぐ他、イ
ンフォーマルサービスや地域情報の提
供を行っている。

通いの場等や介護予防教室などの参加
者の状態像を、チェックリストや体力測
定などのデータを用いて継続的に把握
している

③介　護　予　防　の　目　的　を　意　識　　し　た　ケ　ア　マ　ネ　ジ　メ　ン　ト

介護予防把握事業にて把握した支援の
必要な方や未返送者に対し、面談等の
アプローチを行い、本人の状態像や生
活の様子を捉え、支援の方向性を適切
に判断し、計画的にアプローチを行って
いる

介護予防の取組みが必要な者へのアプ
ローチの際に必要性を判断してうつの
暫定二次アセスメントを実施し、支援が
必要な場合には、区保健福祉センター
や総合支所の総合相談担当者に報告し
ている

うつ・閉じこもり等で社会参加への支援
が必要な場合にはマネジメントを行い、
適切な支援の介入を行っている。

５．介護予防関連業務

②介　護　予　防　の　取　組　等　を　要　す　る　者　の　把　握　と　支　援　　　　　

様々な機会をとらえて、介護予防の取り
組みが必要な者を把握し、介護・フレイ
ル予防活動につなげている

様々なフレイルチェックのツールの活用
により、からだやこころ、社会性等といっ
たフレイルのリスクが高い高齢者を把握
し、介護予防活動につなげている

支援の必要な高齢者を把握した場合
に、フレイルのリスク要因に応じて専門
職の支援等適切に介入している
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評　価 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

✕ ✕

評　価 ◎

○ ○ ○

○

評　価 ◎

○ ○ ○

○ ○ ○

○

大項目６の評価 ⇒ ◎

センターが支援する高齢者に対し、訪問
の機会等を生かして防災対策の啓発を
行っている

センターが支援する高齢者のなかで、
災害時に援護が必要な人のリストを作
成し、安否の確認が行えるようになって
いる

地域の関係団体等と連携し、実情に応じ
た災害時の対応について整理している

センターが支援する高齢者に対して、身
体状況や地域の災害リスクを踏まえ、
本人がとるべき具体的な避難行動を示
している

③防　災　へ　の　対　応

災害時要援護者情報登録制度による要
援護者リストについて、地域の関係団体
等と情報交換を行うとともに、個別の支
援方法について相談があった場合に
は、専門的な立場からアドバイスを行っ
ている

センター独自の災害時対応マニュアル
等を整備している

担当圏域内の防災体制の情報収集を
行っている

在宅医療・介護連携推進事業における
相談窓口等を必要に応じて活用し、居
宅介護支援事業所への周知も図ってい
る

個別のケース会議を開催する際に、医
療関係者に参加の声掛けをしている

医療関係者と合同の講演会・勉強会、
事例検討会等に参加している

医療関係者とのネットワークを構築し、
医療と介護に関する地域課題につい
て、圏域会議等を通して共有または検
討している。

インフォーマルな社会資源がない地域
で、積極的に創出のための働きかけを
実施している

支え合い活動の担い手を発掘するため
の取組みを実施している

中項目に△がある⇒大項目△、
中項目に△がなく◎が２以上⇒大項目◎、それ以外〇

②医　療　介　護　の　連　携  　　　　　　　　

地域の特性を把握し、ニーズや課題に
ついて整理している

住民主体の活動（通いの場や生活支援
等）へつなげていけるよう、住民に働き
かけ、地域支え合いの機運の醸成に取
り組んでいる

インフォーマルな社会資源に関する情報
を収集・整理し、利用者や関係機関に情
報提供している

第1層生活支援コーディネーターと連携
してネットワーク構築に取り組んでいる

集めた地域課題を資料にまとめる等地
域の実情や課題を可視化し、包括圏域
会議や協議体等の場を活用し地域住民
と共有している

インフォーマルな社会資源の継続・拡充
への働きかけを実施している

６．地域・関係機関との連携・ネットワークづくり

①支　え　合　い　の　地　域　づ　く　り　の　推　進

支え合いの地域づくり推進のためのセ
ンターの業務や役割について、圏域全
体に周知し浸透している

地域の催し等に参加するなど、機会をと
らえて積極的に地域との関係づくりに取
り組んでいる

関係機関と連絡が取り合える関係にあ
り、ネットワークの必要性について働き
かけている
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評　価 ◎

○ ○ ○

○ ○ ○

○

評　価 ◎

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

大項目７の評価 ⇒ ◎

居宅介護支援事業所が所管する事例に
ついても個別ケア会議を開催し、検討し
ている

地域の専門職と共に重度化防止・介護
予防について検討する事例等、処遇困
難事例のみならず、様々な事例での個
別ケア会議の開催を通し、地域の中で
自立支援について検討している

個別ケア会議で検討した事例につい
て、その後の変化等をモニタリングして
いる

担当圏域全体を網羅（または今後網羅
予定）している

議事録や検討事項をまとめ、参加者間
で共有している

個別ケア会議で抽出された課題や地域
アセスメントからの課題等を参加者と共
有し、地域課題発見に向けた検討を行
うとともに、その解決のための具体的な
取組みや地域づくりにつなげている

７．地域ケア会議

①個　別　ケ　ア　会　議　の　開　催　　

個別ケア会議について、居宅介護支援
事業所・サービス事業者・町内会・民生
委員・医療機関など、高齢者に関する地
域関係団体に周知を行っている

個別ケア会議を【圏域内高齢者人口の
0.1%】回以上開催している（開催する予
定である）

地域住民向けに自立支援や介護予防
の重要性について、個別ケア会議、包
括圏域会議、出前講座等の機会を通し
て周知している

中項目に△がある⇒大項目△、
中項目に△がなく◎が１以上⇒大項目◎、それ以外〇

特記事項

地域の実情に合わせた開催エリアを設
定し、複数回開催している

医療機関・町内会・民生委員・サービス
事業者など、高齢者に関する地域の関
係機関が参加している

会議の内容はセンターの紹介に留まら
ず、地域の実情にあわせて計画的に
テーマが定められている

地域課題の解決のための具体的な取
組みに向け、第1層生活支援コーディ
ネーターと連携し、取組みをさらに推進
している

圏域レベルで解決できない課題につい
ては、区と連携し課題解決にむけた取
組みを行っている

個別ケア会議で検討した事例の蓄積を
通し、共通する課題を整理している

②包　括　圏　域　会　議　の　開　催　　　　　　　
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評　価 ◎

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

評　価 ○

○ ○ ○

○ ✕

評　価 ○

○ ○ ○

✕

評　価 ○

○ ○ ✕

✕

大項目８の評価 ⇒ ○ 中項目に△がある⇒大項目△、
中項目に△がなく◎が２以上⇒大項目◎、それ以外〇

国、県、市、区主催のセンター職員向け
研修に積極的に参加している

研修で得た知識・情報について、セン
ター内で伝達する機会を設け、職員全
員に共有している

運営法人又はセンター独自でセンター
の業務に資する研修を計画的に実施し
ている

運営法人やセンター独自による、職員
の自己研鑽に関する助成等の制度の構
築、または職員が自己研鑽を行いやす
い環境づくりを実施している

利用者や家族、地域住民の声をアン
ケート等により積極的に収集し、業務改
善のために活用している

④職　員　の　資　質　向　上

③業　務　改　善　へ　の　取　組　み

利用者や家族からの要望・意見を聞き、
必要に応じてセンターの運営に反映して
いる

センター内での進捗管理やミーティング
等を通じて、日々の業務における課題・
反省点を把握している

改善を図る仕組みが構築され、実際に
成果を上げている

職員全員が、センターが中立・公正でな
ければならないことを理解し、日々の業
務で心掛けている

必要に応じ職員証を活用するなど、市
の委託事業であることを周知している

サービスの紹介などでは、複数の事業
所を提示し、利用者が選択できるように
している

特定の事業所に偏らず支援・連携を
行っている

居宅介護支援事業所へ介護予防ケアマ
ネジメント・介護予防支援の委託を行う
際、正当な理由なく、委託総数の半数以
上が同一の居宅介護支援事業所に対し
て委託されることがないようにしている

機能強化専任職員が把握した地域資源
を所内で共有するとともに、３職種その
他の職員が地域資源を積極的に活用し
ている

職員の担当するケアプラン件数が、負
担軽減のための上限基準以内となって
いる

②中　立　・　公　正　の　確　保　　　　　　　　

８．運営体制

①3　職　種　そ　の　他　の　職　員　の　職　務　分　担　及　び　連　携　　　　　　

業務内容や地域ごとに担当制を敷く等、
基準を置いて分担を行っている

困難事例等の所内での対応について
チームアプローチを念頭に置いた対応
をとっている

日常の業務内容について、所長が網羅
的に把握し、職員が持つ専門性や知識
をチームアプローチにより効率的・効果
的に発揮するためにセンター全体のマ
ネジメントを実施している

センターの年間計画や目標について、
全職員が共有している

機能強化専任職員配置の目的や役割
を理解しており、機能強化専任職員と３
職種その他の職員とが連携して事業に
取り組んでいる

年間計画や目標について、達成に向けた
進行管理が行われている
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